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研究成果の概要（和文）： 
本研究の目的は、実証面では国連グローバル・コンパクト（ＵＮＧＣ）の構想から発展に至る

過程を丹念に追うことであり、理論面では、「ＵＮＧＣをいかにとらえるか」という問いに答え

るための分析枠組みを構築することである。ＵＮＧＣはグローバル・ガバナンスにおける実験的

取り組みおよび「新たなガバナンス様式」の先駆的事例であり、ＵＮＧＣの研究はグローバル・

ガバナンスの今後を考察する上で有用だと言える。 

 
研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this research project is twofold. Empirically, it attempts to trace the 
development of the United Nations Global Compact (UNGC) from its conception. 
Theoretically, it aims to build an analytical framework to understand what the UNGC is, 
and is becoming. The UNGC is a work in progress, that is, an experimental initiative in 
global governance and an innovative case of “new modes of governance. Thus, this research 
helps us learn ongoing changes in global governance.  
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１．研究開始当初の背景 
 

国連グローバル・コンパクト（以下、ＵＮ
ＧＣ）は 2000 年に当時のコフィ・アナン事
務総長のイニシアティブによって開始され
た、国連と企業との間の「盟約(compact)」
である。今日ではＵＮＧＣに 9000 弱の団体

が参加しているが、本研究の開始当初は 5000
弱であった。 
研究開始当初、ＵＮＧＣに関する学術研究

は世界的にも蓄積が少なく、その状況は日本
において更に顕著であった。本研究は、この
点を補うべく行われた。 
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２．研究の目的 
 

本研究の目的は、実証面ではＵＮＧＣの構

想から発展に至る過程を丹念に追うことであ

り、理論面では、「ＵＮＧＣをいかにとらえ

るか」という問いに答えるための分析枠組み

を構築することである。 

なぜＵＮＧＣの発展を研究することが重要

なのか。ＵＮＧＣはグローバル・ガバナンス

における実験的取り組みおよび「新たなガバ

ナンス様式(new modes of governance)」の先

駆的事例であり、ＵＮＧＣの研究はグローバ

ル・ガバナンスの今後を考察する上で有用だ

と考える。 

 
３．研究の方法 
 
本研究は、理論面では様々な学問領域にお

ける知見を総合してＵＮＧＣの発展を捉え
る分析枠組みの構築を試みた。とくに、後述
するようにＵＮＧＣにおいて発展しつつあ
るガバナンス様式を明らかにし、さらにその
過程における主体の作用（エージェンシー）
を「制度起業家(institutional 
entrepreneur)」の概念によって捉えること
を試みた。 

実証面では、一方でＵＮＧＣが作成した
様々な文書を読み解いてＵＮＧＣの発展お

よび構成原則を明らかにした。他方で、研究
代表者が参加する研究プロジェクトが実施
したＵＮＧＣ参加企業へのサーベイのデー
タを分析することによって、ＵＮＧＣに参加
する企業の特徴――とくに参加の動機と参
加後の変化――を明らかにした。 
また、ＵＮＧＣ関連の会議に出席して参与

観察を行い、さらにＵＮＧＣ事務所のスタッ
フへの聞き取り調査を実施した。 
 

４．研究成果 
 
研究の主な成果の一つとして、「国連グロー

バル・コンパクトの意義」論文（2009年）が

挙げられる。同論文では、近年におけるＵＮ

ＧＣの動向を概観した上で、「自発的イニシ

アティブ」と呼ばれるＵＮＧＣが制度的実験

を重ねる過程で変容しつつある点を指摘した

。すなわち、ＵＮＧＣが多様なガバナンス様

式を取り込み、マルチモーダル・ガバナンス

のネットワークを構築しつつあると論じた。 

その観察を踏まえた上で、法学における「

ニュー・ガバナンス論」などの知見に基づき

、ＵＮＧＣにおける多様な「ガバナンス様式

」の類型化を試みた。すなわち、(1) 第一者

（ＵＮＧＣへの参加企業・自社）による継続

的改善と自主規制、(2) 第二者（参加企業、

他社）による「市場によるガバナンス」（私

的契約レジーム）、(3) 参加団体（実践共同

体）による「共同体によるガバナンス」（社

会的影響力、能力構築、文化変容）、(4) 第

三者（政府）による「階層の影」の下での「

規制された自主規制」、(5) 第三者（機関投

資家）による「市場によるガバナンス」（社

会的責任投資）、(6) 第三者（NGO）による市

民ガバナンス、(7) 参加団体と不参加団体に

よる協働学習、(8) 以上のガバナンス様式に

関するガバナンスであるメタガバナンス、と

いう8類型を提示した（表１参照）。 

 

表１ ＵＮＧＣにおけるガバナンス様式 

 

結論として、グローバル・ガバナンスにお

けるＵＮＧＣの意義は、マルチステークホル

ダー、マルチイシュー、マルチレベル、マル

チモーダルなガバナンスのモデルを形成しつ

つある点に見いだせることを指摘した。 
この論文で導き出した結論を、主体の観点

から動態的にとらえようとするのが、“Who 
Legitimates What, When, How: 
Institutional Entrepreneurs in 
Transnational Governance”論文（2010 年）
である。同論文では、ＵＮＧＣを誰がいかに
発展させてきたかという問いを示し、この点
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を実証的に明らかにするための準備作業と
して、理論枠組みの構築を試みた。 

すなわち、ＵＮＧＣの発展において中心的
な役割を果たしてきたＵＮＧＣ事務所（およ
び、これと密接に協力しながら支援してきた
主体）を制度起業家と捉え、その戦略を正統
化(legitimation)の観点から類型化した。こ
こでは、近年の国際政治学でも注目されるよ
うになった正統性の概念を戦略の観点――
誰がいかに正統性を構築し高めようとする
かという観点――から動態的に捉えている。
戦略を考察するにあたっては、正統性に関す
る政治学・国際政治学・社会学などの研究に
基づいて正統性の類型を示した上で、範疇
（表２の各セル）ごとの正統性を高める戦略
を導き出した（スペースの関係で、セル内の
各戦略は省略した）。 
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表２ 正統化戦略の類型 

 
 これらの理論的な論文に対して、実証的に
は企業がＵＮＧＣに参加する動機、それら企
業の特徴、参加後のＵＮＧＣ原則の実施およ
び参加企業へのＵＮＧＣのインパクトにつ
いて検討した。その際のデータとして活用し
たのが、研究代表者が実施した企業インタビ
ュー、および研究代表者が参加する研究プロ
ジェクトが実施したアンケート調査である。
これらをまとめたのが“Before and After the 
Participation in the UN Global Compact: An 
Analysis of China-Japan-Korea Global 
Compact Joint Survey Data”論文や「参加、
遵守、インパクト」論文である。データ分析
によって明らかになったことの一つは、「Ｕ
ＮＧＣへの参加により企業の社会的責任（Ｃ
ＳＲ）活動が活発になったと回答した企業の
割合は、日中韓３ヵ国のうち中国が最も高く、
日本が最も低い」というものであった。ただ
し、この傾向からただちに「日本企業はＵＮ
ＧＣの原則を実施していない」と結論づける
べきでない。本研究は、日本企業がＵＮＧＣ
に参加する以前からＣＳＲ活動に取り組ん
でおり、その活動はＵＮＧＣに参加がゆえに、

更に活発になるわけではない点を明らかに
した。 
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